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北九州市告示第３８４号

北九州市地域総合整備資金貸付要綱の一部を改正する告示を次のように定め

る。

令和２年１０月８日

                    北九州市長 北 橋 健 治

北九州市地域総合整備資金貸付要綱の一部を改正する告示

北九州市地域総合整備資金貸付要綱（平成２年北九州市告示第７０号）の一

部を次のように改正する。

 第１条中「民間事業活動」の次に「等」を加え、「財団法人地域総合整備財

団（以下」を「一般財団法人地域総合整備財団（第１８条後段、第２０条後段

及び第２５条において」に改める。

 第３条第１項各号列記以外の部分中「地域の振興及び活性化に資する事業で

あって、かつ、市が策定する」を「市が策定した」に、「を備える」を「に該

当する」に改め、同項第１号中「低収益性」の次に「等」を加え、同項第２号

中「営業開始より」を「営業の開始に伴い」に改め、同項第３号中「２，５０

０万円」を「１，０００万円」に改め、同条第２項各号列記以外の部分中「貸

付けの対象」を「貸付対象事業」に改め、同項第２号中「性風俗特殊営業」を

「性風俗関連特殊営業」に改める。

 第４条各号列記以外の部分中「、市内において前条に規定する貸付対象事業

を実施しようとする法人で」を削り、「もの」を「法人」に改め、同条第２号

中「暴力団（以下この条」を「暴力団（以下この号」に改め、「又は」の次に

「暴力団若しくは」を加え、「（以下この条において「暴力団員」という。）

」を「と密接な関係を有する者」に改め、同条第３号から第５号までを削る。

 第５条第１項中「５００万円」を「３００万円」に、「貸付対象事業に係る

借入総額（借入総額」を「貸付対象費用から国庫補助金等の額を控除した額（

貸付対象費用」に、「２０パーセント」を「３５パーセント」に、「３０億円

」を「４２億円」に、「越えて」を「超えて」に、「・複合的」を「又は複合

的」に、「４５億円」を「６３億円」に改め、同条第３項中「第１項」の次に

「（第３項又は付則第２項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）」

を加え、同項を同条第４項とし、同条第２項の次に次の１項を加える。

３ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の２第１項の規定によ

り市が近隣の市町と締結した連携中枢都市圏北九州都市圏域の形成に係る連

携協約又は当該連携協約の規定により市が策定した北九州都市圏域連携中枢

都市圏ビジョンに基づく取組に関連して実施される貸付対象事業に係る第１

項の規定の適用については、同項中「３５パーセント」とあるのは「４５パ
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ーセント」と、「４２億円」とあるのは「６７億５，０００万円」と、「６

３億円」とあるのは「１０１億２，０００万円」とする。

第１０条中「貸付債権」を「地域総合整備資金の貸付けに係る債権」に、「 

民間金融期間」を「民間金融機関」に改める。 

 第１２条を次のように改める。 

（繰上償還） 

第１２条 貸付金の振込みを受けた者（以下「借入者」という。）は、次の各 

号のいずれかに該当するときは、第９条各項の規定にかかわらず、貸付金の

全部を直ちに償還するものとする。 

 （１） 借入者若しくは第１０条の連帯保証人（以下この項、次項第９号及 

び第１９条第１項において「連帯保証人」という。）が支払を停止したと

き、又は借入者若しくは連帯保証人に関して破産手続開始、民事再生手続

開始、会社更生手続開始若しくは特別清算開始の申立てがあったとき。 

 （２） 借入者又は連帯保証人が手形交換所の取引停止処分を受けたとき。 

２ 借入者は、次の各号のいずれかに該当する場合で、市長が請求したときは

、第９条各項の規定にかかわらず、貸付金の全部又は一部を直ちに償還する

ものとする。 

 （１） 借入者が、市が策定した地域振興民間能力活用事業計画に反する事 

業を行ったとき。 

 （２） 借入者が貸付金を貸付対象事業以外の事業等のために使用したとき 

  。 

 （３） 借入者が貸付対象事業により取得した物件の譲渡等を行うこと、又 

は貸付対象事業に係る営業の休止、廃止等を行うことにより、貸付対象事

業を実施することが困難になったとき。 

 （４） 借入者が貸付対象事業に係る民間金融機関等からの借入金の全部又 

は一部を繰上償還したとき。 

 （５） 借入者が貸付金の償還を怠ったとき。 

 （６） 借入者が正当な理由がなくて市長が別に定める地域総合整備資金の 

貸付条件に違反したとき、又は義務の履行を怠ったとき。 

 （７） 借入者に関して他の債務のための仮差押え、保全差押え若しくは差 

押えがあったとき、又は競売の申立てがあったとき。 

 （８） 借入者が解散したとき。 

 （９） 連帯保証人が前３号に規定する事由のいずれかに該当したとき。 

 （１０） 前各号に規定するもののほか地域総合整備資金の貸付けに係る債 

権の保全及び回収の確保を必要とする相当の事由が生じたとき。 
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第１３条の見出しを「（遅延利息）」に改め、同条中「定められた償還期限

」の次に「（前条各項の規定により直ちに償還する場合にあっては、当該規定

に該当した日。以下この条において同じ。）」を加え、「又は前条の規定によ

り償還の請求をする際に市長が定めた期日までに支払わなかったとき」及び「

又は期日」を削り、「違約金」を「遅延利息」に改める。

  第１９条第１項中「による」を「により」に改め、「第１０条に規定する」

を削り、同条第２項中「一括又は分割して」を「一括して」に、「銀行口座」

を「金融機関の口座」に改め、同条第３項中「遅滞なく」を「、遅滞なく」に

改める。

  第２１条中「越えて」を「超えて」に、「当該事業」を「当該貸付対象事業

」に、「事業進捗状況報告書」を「事業進捗状況報告書」に改める。

  第２２条中「完了し、かつ、それに要した費用の金額を支出した」を「完了

した」に改める。

 第２６条中「経済局長」を「産業経済局長」に改める。

 付則第２項を次のように改める。

 （貸付金額の限度の特例）

２ 第５条第３項の規定の適用がある場合を除き、同条第１項の規定の適用に

ついては、当分の間、同項中「４２億円」とあるのは「５２億５，０００万

円」と、「６３億円」とあるのは「７８億７，０００万円」とする。

付 則

この告示は、令和２年１０月８日から施行する。

ちょく
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